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みちのりグループにおける路線バスの脱炭素化の取組

2026年7月29日
株式会社みちのりホールディングス
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みちのりグループ
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みちのりグループ

5,468人

日本共創プラットフォーム
（JPiX）

みちのり
ホールディングス

計

従業員

バス

その他

2,388台

岩⼿県北バス
グループ

449台

811人

カーシェア
11台

・岩⼿県北⾃動⾞

・東日本交通

・みちのりトラベル東北

福島交通
グループ

722台

1,282人

鉄道
6編成14両

トラック4台
タクシー62台

・福島交通

・福交整備

・福島交通観光

・フクコーアド

・福交保険サービス

・あいづスタッフ

関東⾃動⾞
グループ

559台

913人

・関東⾃動⾞

・関東⾃動⾞整備

・関東ツアー
サービス

・やしお観光バス

・那須交通

茨城交通
グループ

643台

1,267人

タクシー/ハイヤー
85台

レンタカー218台

・茨城交通

・運⾏マネジメント
サービス

・なの花交通バス

・ひたちなか海浜
鉄道（49%出資）

湘南
モノレール

105人

モノレール
7編成21両

みちのり
トラベル
ジャパン

6人

100%出資

26人

佐渡汽船
グループ

・佐渡汽船
・佐渡汽船運輸
・万代島ビルテクノ
・両津南埠頭ビル
・佐渡⻄三川ゴールド

パーク
・小木観光
・佐渡歴史伝説館
・SADO⼆ツ⻲ビュー

ホテル

961人

カーフェリー3隻
ジェットフォイル3隻

貨物船1隻
トラック232台

レンタカー118台

100%出資

86% 出資

Saigon.PT

49% 出資

97人

15台

バギー70台
ピックアップ
トラック5台

ロープウェイ
2基
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事業内容
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交通

整備観光・
旅⾏

タク
シー

観光バス 路線バス 高速バス 運転士達

電⾞

モノレール

⾞両整備の風景ホテル

ロープウェイ

カーフェリー／ジェットフォイル
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みちのりグループの拠点
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郡山湖南
郡山

盛岡

⻘森
五⼾ ⼋⼾

三⼾
⼀⼾

沼宮内八幡平

盛岡南

伊保内
久慈

宮古
重茂

小本

山田

仙台

坂下
野沢

山口
田島

那須ロープウェイ/
那須塩原/那須交通/

やしお観光バス

宇都宮/平出/駒生/簗瀬/⿅沼

⾜利/佐野/小山

福島
梁川

相馬 川俣
⼆本松

船引
小野

須賀川

つくば

有楽町

佐倉

大子

石川
白河

棚倉

【海外】
みちのりトラベル東北 台湾事務所︓
台北市中山区

Saigon Public Transport︓
ベトナム・ホーチミン市

【⻄日本】
福島交通 大阪営業所︓
大阪市⻄区

︓ 岩⼿県北⾃動⾞

︓ 福島交通

︓ 茨城交通

︓ やしお観光バス

︓ 那須交通

︓ 関東⾃動⾞

︓ なの花交通バス

︓ みちのりトラベルジャパン

︓ 東日本交通

︓ 湘南モノレール

北上

岩泉

鎌倉

会津若松

品川

日⽴/神峰/日⽴南
⽔⼾/茨大前/浜田/笠間/勝田

/那珂湊/太田/大宮/鯉渕

︓ 佐渡汽船

新潟/直江津
/両津/小木

猪苗代
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縦串・横串のグループ経営
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佐渡汽船
グループ

経営陣

※人数はイメージ

みちのり
HD

横串
メンバー

岩⼿県北バス
グループ

経営陣

福島交通
グループ

経営陣

会津バス
グループ

経営陣

関東⾃動⾞
グループ

経営陣

茨城交通
グループ

経営陣

湘南
モノレール

経営陣

安全対策（事故防⽌策、乗務員教育、内部監査制度の構築など）

ビジョン共有・経営企画

デジタル化（決済、バスロケ、MaaS、⾃動運転、電動化など）

高速バスマーケティング

⾞両整備のベンチマーキング

⾞両導⼊

ローカル路線活性化

⼈事制度改⾰

インバウンド誘客

プロパー社員との緊密なコミュニケーション
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路線バス部門における現況
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運輸部門におけるバスの位置付け
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19.3%

運輸部門
8,592

(45.9%)

9,771
(52.2%)

356
(1.9%)

⾃家⽤⾃動⾞

バス

18,719

※みちのりグループ全体の排出量は年間約6.5万CO2-t （バス業界全体の1.6%)

CO2排出量

（単位:万トン）

【出典】2024年度の国交省運輸部門における⼆酸化炭素排出量の資料を基に作成

⾞両の電動化

間接的
削減効果

直接的
削減効果

⾃動運転
MaaS

⾞両の
CN対応

⾃家⽤⾞の利⽤削減
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シーンに応じた⾞両の選択

 都市内を1日100〜200km多頻度で⾛る路線バスではBEVを、200〜800kmを⾛る⾼速バス、場所や⾛⾏距離が変
動する観光バスでは将来的に開発が期待されるFCVで運⾏
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路線バス

BEVにて対応

⾼速・貸切バス

平均約140km/日、短距離多頻度運⾏

平均数百km〜/日、⻑距離運⾏
（＋貸切は⾏き先が不定）

FCVの可能性を検討



Michinori Holdings All Rights Reserved

導⼊を阻むコストの壁
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DIESEL

EVバス

EVバス
（1/3補助⾦）

+97%

⾞両費 ランニング

大型バスの20年間における総コストの比較

EVバスは耐⽤年数が10年
（ディーゼル⾞の半分）

【出典】みちのりHDにて⾃社の各種データから作成
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BEVの特性に合わせた使い方でコスト削減 → ディーゼルと同等のコスト水準を目指す
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電気バスの特性に合わせたコスト削減方策
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ピーク分散 充電設備の最適化

契約
電⼒
(kW)

バスEMSが
ないとき

バスEMSを
使⽤

同時使⽤量
を抑制

建屋受電設備

• バスEMSを利⽤する前提で、最⼩限の必要
電⼒設備を設計、設備コストを最適化

• 設備⼯事を最終運⾏時から逆算し、設備の
導入コストを最⼩化

• ⾞両の運⾏情報を把握し、同時充電するタイ
ミングを分散し、電⼒負荷を削減

• 契約電⼒量を抑制することで燃料費を削減

駐
⾞
場

駐
⾞
場

駐
⾞
場

駐
⾞
場

駐
⾞
場

駐
⾞
場

…

…
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グリーンイノベーション基⾦事業にて取り組みを実施中
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地方部においても
経済的に成り⽴つ電気バスの

導入モデルの実現

エネルギーマネジメント技術の
運⾏への実装⼒

路線バスに最適化されたバスEMSの開発
バスEMSが社会実装されることで電気バスの普及を促進

カーボンニュートラル化と
レジリエンス向上に資する

ビジネスモデルを形成し、脱炭素
社会におけるまちづくりへ貢献

エネルギーに関わる
マネジメントとサービス
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⾞両の導⼊状況
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大規模(50〜）

中⼩規模(〜50）

茨城

栃木

宇都宮
簗瀬

鯉渕

駒生

福島

大槻

茨城県
鯉渕営業所

福島県
大槻営業所

栃木県
駒生営業所

栃木県
簗瀬営業所

合計

栃木県
宇都宮営業所

計画台数

30

30

71

53

218

34

(単位:台)

導入時期

2023〜2027

2023〜2027

2023〜2029

2023〜2029

2023〜2027

導⼊済台数
（〜25年末）

9

6

10

7

45

13

(単位:台)

26年度は導⼊を加速、3社5営業所で59台の導⼊予定
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脱炭素化の導⼊の加速を阻む課題

1. 限定的な⾞両選択肢 →（次ページ参照）
1. 国産⾞両の選択肢が少なく、また選択できる⾞両の性能が脆弱、⾼単価で導入が難しい。

2. 大規模導⼊・運⽤のモデルケースが未確⽴
1. 国内において電気バスを営業所単位で運⽤するモデルが無く、導入に向けた⼿順が⾒えていない。

→大規模導入・運⽤をする際の⼿引書の作成が必要

3. システム視点での標準化活動
1. BEVの運⽤は⾞両の課題ではなく、充電器、EMS、⾞両管理を⼀体的なシステムとして扱う認識が必要

→EMSを前提にした統合的な運⽤が必須であり、システムとしての連携が必須。
→しかし、データ利活⽤を前提にしたOEM側対応に課題（EMSで運⽤する前提として、データ提供が必須だが、
現状ではなされていない）

4. 導⼊⽀援制度の問題
1. 短期での導入補助策が中⼼であり、⻑期視点に⽴った⽀援がない

→10年単位での導入計画の作成⽀援や、導入初期における⼀括での設備導入の⽀援
2. 路線バスの⽋損補助⾦の制度運⽤課題（GX推進による⾞両償却費の⾼騰）
3. ⾞両・充電器以外への⽀援制度の充実（導入時の設計費、EMS導入、ランニング⽀援など）

- 13 -



Michinori Holdings All Rights Reserved

⾞両ラインナップの少なさ

 運⽤に耐えうる信頼性を持った現実的な⾞両選択肢が少なく、国産OEMは電池性能、価格⾯で中国製に劣後。
 コンバージョンEVなどの過渡的な選択肢もあるが、本格導入では完成⾞が必須。
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BYD社 いすゞ社 三菱ふそう社

大型バス（Lib容量︓314kWh)

中型バス（Lib容量︓216kWh)

⼩型バス（Lib容量︓138kWh)

大型バス（Lib容量︓242kWh) 未発売︓詳細未定

路線バスのメインのサイズ

【出典】各社メーカーサイトから写真を引⽤


